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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期

会計期間

自平成17年
７月１日
至平成17年

12月31日

自平成18年
７月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
７月１日
至平成19年

12月31日

自平成17年
７月１日
至平成18年
６月30日

自平成18年
７月１日
至平成19年
６月30日

売上高 （千円） 1,346,041 1,379,370 1,354,982 2,765,260 2,909,695

経常利益 （千円） 234,988 130,322 51,319 408,304 342,382

中間（当期）純利益 （千円） 136,549 71,539 24,366 215,675 186,540

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 268,344 501,375 501,375 489,959 501,375

発行済株式総数 （株） 4,833,620 5,575,320 5,575,320 5,468,620 5,575,320

純資産額 （千円） 1,119,011 1,769,319 1,852,934 1,729,632 1,884,320

総資産額 （千円） 1,695,852 2,262,889 2,362,667 2,326,962 2,418,225

１株当たり純資産額 （円） 231.50 317.35 332.35 316.28 337.98

１株当たり中間（当期）

純利益
（円） 33.47 13.04 4.37 47.21 33.73

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益
（円） － － － 46.35 －

１株当たり配当額 （円） － － － 10.00 10.00

自己資本比率 （％） 66.0 78.2 78.4 74.3 77.9

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 129,918 27,104 58,314 233,355 190,523

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △33,147 △45,858 △305,561 △71,892 △259,663

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 91,428 △32,207 △55,753 617,867 △32,207

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高
（千円） 279,830 820,000 466,613 870,962 769,613

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（人）

186

(26)

195

(26)

201

(23)

188

(27)

206

(25)

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第26期中については新株予約権の残高がありま

すが、当社は第26期中までにおいて非上場・非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載しており

ません。又、第27期中以降は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．当社は、平成17年10月１日付で株式１株につき11株の分割を行っております。

６．第26期の１株当たり配当額には記念配当が５円含まれております。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

　平成19年10月31日に公表したとおり、株式会社カネマスは、主な事業である不動産管理事業は営業実態がなく、かつ

今後も事業活動を拡大する予定もなく、役員等の資産の管理をすることを目的とする会社であります。当社と株式会

社カネマスの間には事業上の取引関係及び依存関係はなく、当社の独立性は高いとの判断に至ったことから、当中間

会計期間において株式会社カネマスは親会社ではなくなりました。

 

４【従業員の状況】

（１）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 201（23） 

　（注）　従業員数は、就業人員であります。なお、（　）内は外書で当中間会計期間の平均臨時雇用者数を記載し

　　　　ております。

 　(２) 労働組合の状況

 　　　 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

  当中間会計期間におけるわが国経済は、引き続き緩やかな景気拡大が続いているものの、原油価格及び原材料価

格の高騰、サブプライムローン問題による米国経済の減速など、景気の先行き不透明感が残りました。

　 当社が属する広告業界においては、インターネット広告やモバイル広告市場の拡大が進み、マスコミ４媒体（テ

 レビ・ラジオ・新聞・雑誌）のシェアを脅かす存在となっています。フリーペーパー業界では、多種多様のコンセ

 プトの紙面が発行され、競争がより激化しています。

     このような状況の中、当社の主力事業であるタウンニュース事業部門につきましては、隔週発行から毎週発行に

　 移行した横浜市中区・西区版、戸塚区版、港南区版、旭区版、鎌倉版、座間版は堅調に売上を伸ばしました。

しかし、地方経済の落ち込みにより、特に神奈川県央・西部地区発行版の苦戦や、他媒体との競争激化などによる

外的要因、また新規採用者の早期戦力化の遅れなどの内的要因が影響を及ぼし、タウンニュース部門全体では売上

が減少しました。

   また、その他部門につきましては、主力事業であるタウンニュース事業部門との関連性が少ない不動産部を昨年

 ８月末で廃止したことによる減収と、神奈川県西部を営業基盤としている出版・印刷部の新規受注が伸び悩み、売

 上減少につながりました。

   以上の結果、当中間会計期間の売上高は1,354百万円（前年同期比1.7％減）、経常利益は51百万円（前年同期比

 60.6％減）、中間純利益は24百万円（前年同期比65.9％減）となり、前年同期比減収減益となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

 　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、主に有価証券取得のための支出、ま　  

た業務効率化のための販売管理システム関連ソフトウエア更新のための支出等があり、税引前中間純利益50百万円

  （前年同期比61.7％減）を計上したものの、当中間会計期間末は466百万円となり、前事業年度末より302百万円減

  少いたしました。

 　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動の結果得られた資金は58百万円（前年同期比115.1％増）となりました。これは主に売上債権の減少

額が82百万円、減価償却費30百万円、税引前中間純利益50百万円等の増加要因が、仕入債務の減少額31百万円、法

人税等の支払額41百万円、たな卸資産の増加額19百万円等の減少要因を上回ったためであります。

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は305百万円（前年同期比566.3％増）となりました。これは主に、有価証券取得

による支出が198百万円、無形固定資産取得による支出が65百万円、定期預金の預入による支出が30百万円、有形

固定資産取得による支出が19百万円などがあったためであります。

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は、55百万円（前年同期比73.1％増）となりました。これは配当金の支払い55百

万円であります。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

（千円）

前年同期比（％）

タウンニュース事業部門 536,467 109.5

その他事業部門 20,197 81.6

合計 556,664 108.1

　（注）１．金額は売上原価によっております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当中間会計期間の受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。
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事業部門別

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

（千円）

前年同期比（％）

その他事業部門 24,982 58.4

合計 24,982 58.4

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．タウンニュース事業部門は受注生産を行っていないため、記載を省略しております。

(3）販売実績

当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

（千円）

前年同期比（％）

タウンニュース事業部門 1,329,499 99.5

その他事業部門 25,482 58.3

合計 1,354,982 98.2

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

４【経営上の重要な契約等】

　　　当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

 　　 （１）重要な設備改修の完了

 　　　　　　 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の改修等について完了したものは次

　　　　　　のとおりであります。

事業所名 所在地
事業の部門別の

名称
設備の内容 

投資額
（千円）

完了年月 
完成後の増
加能力

 全社
 神奈川県横浜市

　青葉区他

タウンニュース事

業部門、制作事業部

門、不動産事業部門

販売管理システム関連ソフ

トウエアの更新
 69,205  平成19年7月

業務効率の

向上　

横浜本社 
 神奈川県 横浜市

 青葉区

タウンニュース事

業部門、制作事業部

門

本社改装工事   8,000  平成19年8月  ―

  （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

 　　　（２）重要な設備の新設、除却等

 　　　　　　　当会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,034,000

計 12,034,000

　②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数（株）

（平成19年12月31日）
提出日現在発行数（株）
（平成20年３月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,575,320 5,575,320 ジャスダック証券取引所 （注）

計 5,575,320 5,575,320 － －

　（注）　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

（２）【新株予約権等の状況】

 　 該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 　　　　　 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成19年７月１日～

平成19年12月31日
－ 5,575,320 － 501,375 － 481,670
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（５）【大株主の状況】

 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社カネマス  神奈川県秦野市曽屋1758 2,220,000 39.81

 宇山　忠男  神奈川県秦野市 600,000 10.76

 大津　勝美  神奈川県秦野市 600,000 10.76

 宇山　知成  神奈川県横浜市 400,000 7.17

 エイチエスビーシーファンド

 サービシィズスパークスアセ

 ットマネジメントコーポレイ

 テッド（常任代理人　香港上

 海銀行東京支店）

 東京都中央区日本橋３－11－１ 392,200 7.03

 タウンニュース社社員持株会  神奈川県横浜市青葉区荏田西２－１－３ 212,020 3.80

 日本トラスティ・サービス

 信託銀行株式会社（信託口）
 東京都中央区晴海１－８－11 192,300 3.44

 大阪証券金融株式会社

 （業務口）
 大阪府大阪市中央区北浜２－４－６ 25,000 0.44

 鈴木　茂  神奈川県秦野市 20,500 0.36

 堀　紘一  東京都渋谷区 17,500 0.31

計 － 4,679,520 83.93

EDINET提出書類

株式会社　タウンニュース社(E05576)

半期報告書

 8/32



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,575,000 55,750 －

単元未満株式 普通株式        320 － －

発行済株式総数 5,575,320 － －

総株主の議決権 － 55,750 －

②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 468 450 410 445 380 359

最低（円） 440 379 345 362 310 300

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

 

　　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

　常務取締役

　神奈川営業部監理役員

　神奈川営業部　部長

　常務取締役

　事業開発室　室長

相良　研二 

平成19年12月１日

　常務取締役執行役員

　神奈川営業部　部長

　常務取締役

　神奈川営業部監理役員

　神奈川営業部　部長

平成20年２月16日

　常務取締役

　営業企画部監理役員

　営業企画部　部長

　常務取締役

　営業企画部監理役員

伊藤　弘通

平成19年12月１日

　常務取締役執行役員

　営業企画部　部長

　常務取締役

　営業企画部監理役員

　営業企画部　部長

平成20年２月16日

　取締役執行役員

　横浜北支社　支社長

　常務取締役

　支社監理役員
堤　　英昭 平成20年２月16日
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項に基づき、当中間会計期間（平成19年７

月１日から平成19年12月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けておりま

す。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。

１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  956,244   657,237   921,014   

２．受取手形  649   －   31   

３．売掛金  211,447   183,001   265,223   

４．有価証券  －   199,262   －   

５．たな卸資産  21,629   20,357   364   

６．その他  41,268   63,147   33,835   

７．貸倒引当金  △639   △1,855   △1,061   

流動資産合計   1,230,600 54.4  1,121,152 47.5  1,219,408 50.4

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物 ※１ 194,683   253,925   251,520   

(2）土地  482,369   480,792   480,792   

(3）その他 ※１ 111,668   88,909   92,176   

有形固定資産合計  788,722   823,627   824,489   

２．無形固定資産  20,782   66,131   10,599   

３．投資その他の資産           

 （1）投資有価証券  －   121,211   121,308   

(2）繰延税金資産  89,066   99,156   91,923   

(3）保険積立金  105,341   104,370   113,899   

(4）その他  34,828   36,970   42,718   

(5）貸倒引当金  △6,452   △9,951   △6,121   

投資その他の資産
合計

 222,784   351,756   363,728   

固定資産合計   1,032,289 45.6  1,241,515 52.5  1,198,817 49.6

資産合計   2,262,889 100.0  2,362,667 100.0  2,418,225 100.0
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前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  77,727   49,629   81,305   

２．未払法人税等  32,006   40,102   49,853   

３．賞与引当金  20,359   21,143   22,270   

４．役員賞与引当金  8,118   8,376   16,060   

５．その他 ※２ 140,083   156,578   146,291   

流動負債合計   278,295 12.3  275,830 11.7  315,781 13.1

Ⅱ　固定負債           

１．退職給付引当金  76,410   86,941   75,344   

２．役員退職慰労引当
金

 138,864   146,962   142,779   

固定負債合計   215,274 9.5  233,903 9.9  218,123 9.0

負債合計   493,569 21.8  509,733 21.6  533,904 22.1

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   501,375 22.2  501,375 21.2  501,375 20.7

２．資本剰余金           

(1）資本準備金  481,670   481,670   481,670   

資本剰余金合計   481,670 21.3  481,670 20.4  481,670 19.9

３．利益剰余金           

(1）利益準備金  36,862   36,862   36,862   

(2）その他利益剰余金           

特別償却積立金  807   201   403   

別途積立金  650,000   800,000   650,000   

繰越利益剰余金  98,602   32,823   214,007   

利益剰余金合計   786,273 34.7  869,887 36.8  901,274 37.3

株主資本合計   1,769,319 78.2  1,852,934 78.4  1,884,320 77.9

純資産合計   1,769,319 78.2  1,852,934 78.4  1,884,320 77.9

負債純資産合計   2,262,889 100.0  2,362,667 100.0  2,418,225 100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   1,379,370 100.0  1,354,982 100.0  2,909,695 100.0

Ⅱ　売上原価   514,741 37.3  556,664 41.1  1,083,014 37.2

売上総利益   864,628 62.7  798,317 58.9  1,826,680 62.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費   734,762 53.3  750,912 55.4  1,486,423 51.1

営業利益   129,866 9.4  47,405 3.5  340,257 11.7

Ⅳ　営業外収益 ※１  1,705 0.1  4,323 0.3  4,228 0.1

Ⅴ　営業外費用   1,249 0.1  409 0.0  2,103 0.0

経常利益   130,322 9.4  51,319 3.8  342,382 11.8

Ⅵ　特別利益 ※２  2,712 0.2  － －  2,712 0.0

Ⅶ　特別損失 ※３  1,060 0.0  718 0.1  6,341 0.2

税引前中間（当
期）純利益

  131,974 9.6  50,600 3.7  338,752 11.6

法人税、住民税及び
事業税

 28,672   35,752   124,638   

法人税等調整額  31,762 60,434 4.4 △9,518 26,234 1.9 27,574 152,212 5.2

中間（当期）純利
益

  71,539 5.2  24,366 1.8  186,540 6.4
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

株主資本

 純資産
 合  計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計

特別償却
積立金

別途積立
金

繰越利益剰
余金

平成18年６月30日　残高 489,959 470,254 470,254 36,862 807 500,000 231,749 769,419 1,729,632 1,729,632

中間会計期間中の変動額           

新株の発行 11,416 11,416 11,416      22,833 22,833

剰余金の配当（注）       △54,686 △54,686 △54,686 △54,686

中間純利益       71,539 71,539 71,539 71,539

別途積立金の積立
（注）

     150,000 △150,000 － － －

中間会計期間中の変動額
合計

11,416 11,416 11,416 － － 150,000 △133,146 16,853 39,687 39,687

平成18年12月31日　残高 501,375 481,670 481,670 36,862 807 650,000 98,602 786,273 1,769,319 1,769,319

 　（注）平成18年９月の定時株主総会における利益処分項目であります。

 

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

株主資本

 純資産
 合  計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計

特別償却
積立金

別途積立
金

繰越利益剰
余金

平成19年６月30日　残高 501,375 481,670 481,670 36,862 403 650,000 214,007 901,274 1,884,320 1,884,320

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当       △55,753 △55,753 △55,753 △55,753

中間純利益       24,366 24,366 24,366 24,366

特別償却積立金の取崩     △201  201 － － －

別途積立金の積立      150,000 △150,000 － － －

中間会計期間中の変動額
合計

－ － － － △201 150,000 △181,184 △31,386 △31,386 △31,386

平成19年12月31日　残高 501,375 481,670 481,670 36,862 201 800,000 32,823 869,887 1,852,934 1,852,934

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）　　　（単位：千円）

 

株主資本

 純資産
 合　計 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計特別償却

　　　　積立
金

別途積立
金

繰越利益剰
余金

平成18年６月30日　残高 489,959 470,254 470,254 36,862 807 500,000 231,749 769,419 1,729,632 1,729,632

事業年度中の変動額           

新株の発行 11,416 11,416 11,416      22,833 22,833

剰余金の配当（注）       △54,686 △54,686 △54,686 △54,686

当期純利益       186,540 186,540 186,540 186,540

特別償却積立金の取崩
（注）

    △403  403 － － －

別途積立金の積立（注）      150,000 △150,000 － － －

事業年度中の変動額合計 11,416 11,416 11,416 － △403 150,000 △17,741 131,854 154,688 154,688
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株主資本

 純資産
 合　計 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計特別償却

　　　　積立
金

別途積立
金

繰越利益剰
余金

平成19年６月30日　残高 501,375 481,670 481,670 36,862 403 650,000 214,007 901,274 1,884,320 1,884,320

 　（注）平成18年９月の定時株主総会における利益処分項目であります。

EDINET提出書類

株式会社　タウンニュース社(E05576)

半期報告書

15/32



④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

税引前中間（当期）純利益  131,974 50,600 338,752

減価償却費  21,085 30,707 52,049

貸倒引当金の増加額
（△減少額）

 △633 4,624 △542

賞与引当金の増加額
（△減少額）

 149 △1,127 2,059

役員賞与引当金の増加額
（△減少額）

 △5,742 △7,683 2,200

退職給付引当金の増加額
（△減少額）

 △7,713 11,597 △8,779

役員退職慰労引当金の増加額
（△減少額）

 △57,665 4,183 △53,740

受取利息及び受取配当金  △103 △736 △740

有価証券利息  － △1,591 △816

株式交付費  355 － 355

固定資産売却益  △2,712 － △2,712

固定資産売却損  － － 345

固定資産除却損  1,060 718 4,523

売上債権の減少額
（△増加額）

 36,341 82,253 △16,816

たな卸資産の減少額
（△増加額）

 △19,989 △19,993 1,275

仕入債務の増加額
（△減少額）

 6,482 △31,676 10,061

その他  △1,995 △24,177 18,104

小計  100,904 97,698 345,580

利息及び配当金の受取額  90 1,709 1,251

法人税等の支払額  △73,890 △41,093 △156,308

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

 27,104 58,314 190,523
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前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

定期預金等の預入による支出  △14,908 △30,223 △38,863

有形固定資産の取得による支
出

 △56,588 △19,972 △116,117

有形固定資産売却による収入  22,824 － 23,757

無形固定資産の取得による支
出

 △290 △65,910 △290

貸付金の回収による収入  710 370 830

貸付による支出  △2,070 － △2,070

有価証券取得による支出  － △198,554 －

投資有価証券取得による支出  － － △120,684

その他  4,463 8,729 △6,225

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

 △45,858 △305,561 △259,663

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

株式の発行による収入  22,478 － 22,478

配当金の支払額  △54,686 △55,753 △54,686

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

 △32,207 △55,753 △32,207

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少額  △50,961 △302,999 △101,348

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  870,962 769,613 870,962

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

 820,000 466,613 769,613
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

────── 
 

 

その他有価証券

時価のないもの

　総平均法による原価法によっ

ております。

(1）有価証券

満期保有目的の債券

  償却原価法（定額法）に

よっております。

その他有価証券

時価のないもの

　同左

(1）有価証券

満期保有目的の債券

  同左

 

その他有価証券

時価のないもの

　同左

 

 

(2）たな卸資産

原材料

　最終仕入原価法によっており

ます。

仕掛品

　個別法による原価法によって

おります。

(2）たな卸資産

原材料

　同左

 

仕掛品

　同左

(2）たな卸資産

原材料

　同左

 

仕掛品

　同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）は、定額法によっ

ております。

　なお、主な耐用年数は建物８

～52年、工具器具備品３～15年

であります。

(1）有形固定資産

　同左

 

 

 

 

 

 

　

  （追加情報）

　   平成19年度税制改正に伴　

 　い、平成19年3月31日以前に

   取得した資産については、改

   正前の法人税法に基づく減価

   償却方法の適用により取得価

   額の5％に到達した事業年度

   の翌事業年度より、取得価額

   の5％相当額と備忘価額との

   差額を5年間にわたり均等償

   却し、減価償却費に含めて計

   上しております。これに伴う

   損益への影響は軽微でありま

   す。　

(1）有形固定資産

　同左

　

 

 

 

 

 

 

  （会計方針の変更）

　    当事業年度より、平成19

    年度の税制改正に伴い、平

    成19年４月１日以降に取得

    した有形固定資産について

    は、改正後の法人税法に規

    定する償却方法によってお

    ります。

　    なお、この変更による営

    業利益、経常利益及び税引

    前当期純利益に与える影響

    は軽微であります。

 

 

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は自社利

用ソフトウェア５年でありま

す。

(2）無形固定資産

　同左

　

(2）無形固定資産

　同左

　

３．引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等の特定の債権については、

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しており

ます。

(1）貸倒引当金

　同左

(1）貸倒引当金

　同左

 

 

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てる

ため、将来の支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計

上しております。

(2）賞与引当金

　同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てる

ため、将来の支給見込額のうち

当期の負担額を計上しており

ます。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

 

 

(3）役員賞与引当金

 役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき当中間会計期間に見

合う分を計上しております。

(3）役員賞与引当金

　同左

(3）役員賞与引当金

 役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき当事業年度に見合う

分を計上しております。

 

 

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務

見込額及び年金資産残高に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。

(4）退職給付引当金

　同左

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務

見込額及び年金資産残高に基

づき計上しております。

 

 

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要支給額を

計上しております。

(5）役員退職慰労引当金

　同左

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額を計上

しております。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　　　同左 　　同左

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

　　　同左 　　同左

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

　同左

消費税等の会計処理

　同左
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

────── 

 

　（中間貸借対照表）

　　「投資有価証券」は、前中間会計期間まで投資その

　　他の資産の「その他」に含めて表示しておりました

　　が、当中間会計期間末において資産の総額の100分

　　の５を超えたため区分掲記しました。

　　　なお、前中間会計期間末の「投資有価証券」の金

　　額は、2,148千円であります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度末
（平成19年６月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

240,831千円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

239,615千円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

247,398千円であります。

※２．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。

※２．消費税等の取扱い

同左

 

 

※２.　　　――――――――――

 

 

 

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

※１．　　――――――――――― ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．　　―――――――――――

　 　  受取利息 　736千円 

 有価証券利息 1,591千円 

  

※２．特別利益のうち主要なもの ※２．　　――――――――――― ※２．特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益 2,712千円      固定資産売却益 2,712千円 

※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 1,060千円

  

固定資産除却損      718千円

  

固定資産除却損    4,523千円

固定資産売却損      345千円

　４．減価償却実施額 　４．減価償却実施額 　４．減価償却実施額

有形固定資産 16,861千円

無形固定資産 3,860千円

有形固定資産   20,115千円

無形固定資産   10,378千円

有形固定資産   37,578千円

無形固定資産   13,819千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 5,468,620 106,700 － 5,575,320 

合計 5,468,620 106,700 － 5,575,320 

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

  （注）普通株式の発行済株式総数の増加 106,700株は、ストックオプションの行使による増加であります。

 

２．配当に関する事項

配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年９月27日

定時株主総会
普通株式 54,686 10 平成18年６月30日 平成18年９月28日

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 5,575,320 － － 5,575,320

合計 5,575,320 － － 5,575,320

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

 

２．配当に関する事項

配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月26日

定時株主総会
普通株式 55,753 10 平成19年６月30日 平成19年９月27日

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式（注） 5,468,620 106,700 － 5,575,320

合計 5,468,620 106,700 － 5,575,320

自己株式     
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前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 　（変動事由の概要）

 　（注）普通株式の発行済株式総数の増加 106,700株は、ストックオプションの行使による増加であります。

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年９月27日

定時株主総会
普通株式 54,686 10 平成18年６月30日 平成18年９月28日

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月26日

定時株主総会
普通株式 55,753  利益剰余金 10 平成19年６月30日 平成19年９月27日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目と金額との関

係

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目と金額との関

係

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目と金額との関係

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在） （平成19年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 956,244 

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△136,244

現金及び現金同等物 820,000

 （千円）

現金及び預金勘定 657,237  

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
　 △190,623 

現金及び現金同等物      466,613 

 （千円）

現金及び預金勘定
  921,014 　

　

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
 △151,400

現金及び現金同等物        769,613 

（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

 　 　当社のリース物件は、事業内容に照ら

して重要性が乏しく、契約一件当たりの

金額が少額であるため、中間財務諸表等

規則第５条の３において準用する財務諸

表等規則第８条の６第６項の規定によ

り、記載を省略しております。　　　

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

 　 　同左　　　

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

 　 　当社のリース物件は、事業内容に照ら

して重要性が乏しく、契約一件当たりの

金額が少額であるため、財務諸表等規則

第８条の６第６項の規定により、記載を

省略しております。　　　
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成18年12月31日）

１．時価評価されていない有価証券の内容

 中間貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 2,148

当中間会計期間末（平成19年12月31日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
中間貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

 国債・地方債等 199,262 199,440 178

合計 199,262 199,440 178

２．時価評価されていない有価証券の内容

 中間貸借対照表計上額（千円）

(1）満期保有目的の債券  

非上場債券 100,551

(2）その他有価証券  

非上場株式 20,659

　　　　　合計 121,211

前事業年度末（平成19年６月30日）

１．時価評価されていない有価証券の内容

 貸借対照表計上額（千円）

(1）満期保有目的の債券  

非上場債券 100,649

(2）その他有価証券  

非上場株式 20,659

　　　　　合計 121,308

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間末（平成18年12月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

当中間会計期間末（平成19年12月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

前事業年度末（平成19年６月30日）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　当中間会計期間中に付与したストック・オプション等がないため、該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　当中間会計期間中に付与したストック・オプション等がないため、該当事項はありません。

 

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

当事業年度において存在したストックオプションの内容

平成16年９月24日　定時株主総会決議　（新株予約権）ストックオプション

 決議年月日  平成16年９月24日

 付与対象者の区分及び数

　 当社取締役　　　　　　5名　　　　　　　　　　　　　　

　 当社監査役　　　　　　1名　　　　　　　　　　　　　　

　 当社執行役員　　　　　4名　　　　　　　　　　　　　　

　 課長以上従業員       38名 

 株式の種類及び付与数（株）  普通株式　107,800株　（注）１．２

 付与日  平成16年11月１日

 権利確定条件 

  新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、こ

れを行使することを要する。ただし、相続により新株予約権を取得

した場合はこの限りではない。

  新株予約権は発行時において当社の取締役、監査役、執行役員お

よび課長以上の従業員であった者は、新株予約権行使時において

も当社の役員または従業員であることを要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職その他正当な理由のある場合ならびに相続

により新株予約権を取得した場合はこの限りではない。

　その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会議により

決定するものとする。

 対象勤務期間  　　　　　　　　　　　──────

 権利行使期間  平成17年１月１日から平成25年12月31日まで

 権利行使価格　（円） 214　　（注）３　　　　

 付与日における公正な評価単価　（円）   ─

 　（注）１．平成17年10月１日付で１株につき11株の割合をもって分割しておりますので、株式の種類及び付与数は株

　　　　　　式分割後の株数に換算して記載しております。

 　　　　２．株式数に換算して記載しております。

　　３．権利行使価格は１株当たりの払込金額を記載しております。 
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（持分法損益等）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

 

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１株当たり純資産額 317.35円

１株当たり中間純利益 13.04円

１株当たり純資産額    332.35円

１株当たり中間純利益      4.37円

１株当たり純資産額     337.98円

１株当たり当期純利益      33.73円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。　

     

   

   

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

　中間（当期）純利益（千円） 71,539 24,366 186,540

　普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

　普通株式に係る中間（当期）純利益

　（千円）
71,539 24,366 186,540

　期中平均株式数（株） 5,487,177 5,575,320 5,530,886

（重要な後発事象）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　該当事項はありません。 

（２）【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社　タウンニュース社(E05576)

半期報告書

28/32



第６【提出会社の参考情報】

　       当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

         (1）有価証券報告書及びその添付書類

　       　事業年度（第27期）（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）平成19年９月27日関東財務局

         長に提出

 

　　　　 (2）有価証券報告書の訂正報告

 　　　　　　　平成19年８月３日関東財務局長に提出

 　　　　　　　事業年度（第26期）（自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日）の有価証券報告書に係る訂正

　　　　　　 報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

  該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年３月20日

株式会社タウンニュース社  

 取締役会　御中    

 監査法人トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 猪瀬　忠彦　　印

 
指定社員

業務執行社員 
 公認会計士 三富　康史　　印

 

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社タ

ウンニュース社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第27期事業年度の中間会計期間（平成18年７月１日から

平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社タウンニュース社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年７月

１日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年３月25日

株式会社タウンニュース社  

 取締役会　御中    

 監査法人トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 猪瀬　忠彦　　印

 
指定社員

業務執行社員 
 公認会計士 三富　康史　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社タウンニュース社の平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第28期事業年度の中間会計期間（平成19年７

月１日から平成19年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社タウンニュース社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年７月

１日から平成19年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。
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